










１．組織の概況 

（１）組織の名称  全日本火災共済協同組合連合会  略称：日火連 

 

（２）事務所の所在地 

   〒103-0007 東京都中央区日本橋浜町２－11－２ 日本橋中央ビル５階 

 

（３）会員数（令和６年３月 31 日現在）  42 組合 

 

（４）組織機構図（令和６年３月 31 日現在） 

共
済
制
度
委
員
会

総　会

理事会

経営管理室

経
営
管
理
委
員
会

監事会

事務局

審
査
委
員
会

事
務
合
理
化
委
員
会

内部監査室

 
    

（５）役員（令和６年３月 31 日現在） 

役 職 氏  名 役 職 氏  名 

会  長 田部井 俊 勝 理  事 大 森 三四郎 

副 会 長 恒 川 浩 二 理  事 柏 木 昭 憲 

副 会 長 小 林 一 清 理  事 石 澤 義 文 

副 会 長 平 石   稔 理  事 川 瀬 重 雄 

専務理事 村 永 祐 司 理  事 服 部   正 

常務理事 山 内 昌 巳 理  事 寺 西   泰 

常任理事 高 橋 純 一 理  事 佐 藤 慎 二 

常任理事 髙 橋 和 已 監  事 勅使河原  中 
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常任理事 山 村 栄 二 監  事 和 田 卓 也 

理  事 小 枝   昭 監  事 海老原   正 

 

２．事業の概況 

（１）主要な業務 

会員の相互扶助の精神に基づいて、会員が共済事業を行うことによって負う共済責任の再共

済事業、会員と連帯して行う火災共済事業にかかる共同事業および会員の組合員のためにする

共済事業を行い、その経済的地位の向上を図ることを目的として、以下の事業を行っています。 

① 会員が火災共済事業を行うことによって負う共済責任の再共済事業 

② 会員が上記①以外の共済事業を行うことによって負う共済責任の再共済事業 

③ 会員と連帯して行う火災共済契約にかかる共済責任の負担 

④ 会員の組合員のためにする上記③以外の共済事業 

⑤ 会員の組合員のためにする保険会社の業務の代理または事務の代行 

⑥ 会員に対する資金の貸付け（手形の割引を含みます。）および会員のためにするその借入れ 

⑦ 会員の行う事業に関する調査・研究および指導 

⑧ 会員の行う事業に関する情報の提供 

⑨ 上記①～⑧の事業に附帯する事業 

 

（２）令和５年度における事業の概況 

 ① 火災共済事業 

   当年度における火災共済事業は、契約件数 291,672 件、契約金額６兆 3,982 億 9,373 万円、

再共済料０円、連合会共済掛金 51 億 7,475 万円、再共済金０円、連合会共済金 40 億 8,626

万円、また、連合会解約返戻金は 6,538 万円、連合会その他返戻金は 403 万円であり、正味

損害率は 80.0％となりました。 

 

② その他共済事業 

   当年度におけるその他共済事業は、共済掛金 42 億 2,891 万円、共済金 22 億 5,832 万円、

また、解約返戻金は 5,782 万円であり、正味損害率は 54.1％となりました。 

   なお、種類別の概況は、以下のアからオのとおりです。 

 

  ア．休業対応応援共済 

    契約件数は 950 件、共済掛金は 1,557 万円、共済金は 42 万円、また、解約返戻金は４万

円であり、正味損害率は 2.7％となりました。 

イ．自動車共済 

    契約台数は 76,542 台、共済掛金は 35 億 9,753 万円、共済金は 19 億 8,900 万円、また、

解約返戻金は 5,695 万円であり、正味損害率は 56.2％となりました。 

  ウ．医療総合保障共済 

    契約者数は 5,627 名、被共済者数は 9,445 名、共済掛金は３億 8,089 万円、共済金は１

億 6,332 万円で、損害率は 42.9％となりました。 

  エ．傷害総合保障共済（交通事故傷害共済を含む） 
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契約者数は 6,977 名、被共済者数は 12,901 名、契約高は 751 億 1,200 万円、共済掛金は

２億 396 万円、共済金 5,789 万円、また、解約返戻金は 62 万円であり、正味損害率は 28.5％

となりました。 

  オ．労働災害補償共済 

    契約者数は 381 名、被用者数は 5,110 名、契約高は 691 億 8,310 万円、共済掛金は 3,096

万円、共済金は 4,769 万円、また、解約返戻金は 21 万円であり、正味損害率は 155.1％と

なりました。 

   

③ 再共済事業  

  当年度における再共済事業は、再共済料４億 4,554 万円、再共済金２億 2,540 万円、また、

再共済返戻金は６万円であり、正味損害率は 50.6％となりました。 

  なお、種類別の概況は、以下のアからオのとおりです。 

 

ア．生命傷害共済 

    契約件数は 58,644 件、契約高は 1,346 億 1,583 万円、再共済料は２億 8,579 万円、再共

済金は１億 7,883 万円で、損害率は 62.6％となりました。 

  イ．自動車事故費用共済 

  契約台数は 186,958 台、契約高は 603 億 7,730 万円、再共済料は１億 2,308 万円、再共

済金は 3,402 万円で、損害率は 27.6％となりました。 

ウ．所得補償共済 

   契約件数は 2,297 件、契約口数は 9,226 口、再共済料は 3,226 万円、再共済金は 1,234

万円で、損害率は 38.3％となりました。 

エ．休業補償共済 

   契約件数は 544 件、契約高は 876 万円、再共済料は 125 万円、再共済金は０円、また、

再共済返戻金は１万円であり、正味損害率は 0.0％となりました。 

オ．中小企業者総合賠償責任共済 

   契約件数は 572 件、補償限度額は 688 億 6,600 万円、再共済料は 316 万円、再共済金は

21 万円、また、再共済返戻金は６万円であり、正味損害率は 6.9％となりました。 

  

 

 

 以上の結果、当年度は４億 6,685 万円の純損失金額を計上することになりました。 
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（３）主要な業務の状況を示す指標 

（単位：円） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

21,541,809,187 21,154,233,767 20,416,426,585 20,663,532,277 19,553,589,580

△ 932,756,108 30,381,041 28,372,071 △ 564,109,659 △ 465,611,546

△ 936,310,727 25,258,853 25,013,889 △ 567,949,405 △ 466,854,520

6,536,200,000 6,536,200,000 6,536,200,000 6,536,200,000 6,536,200,000

65,362 65,362 65,362 65,362 65,362

5,971,320,101 5,996,578,954 6,021,592,843 5,453,643,438 4,986,788,918

23,782,502,937 23,232,798,209 22,407,107,688 21,240,497,349 21,173,534,195

13,181,031,266 13,331,400,652 12,895,595,299 12,398,075,276 12,946,249,948

40,500,000 40,500,000 40,500,000 40,500,000 40,500,000

18,565,133,841 16,668,922,008 15,454,803,387 14,819,976,886 14,400,927,165

817.4 808.7 776.6 681.3 639.0

出資
配当金

0 0 0 0 0

利用分量
配当金

0 0 0 0 0

44 44 44 44 45

7,606,255,479 7,776,299,191 7,739,847,986 7,867,551,033 7,876,999,589

※下表に記載 ※下表に記載 ※下表に記載 ※下表に記載 ※下表に記載

組合員以外の者の共済事業の利用の割合

（単位：％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

8.3 8.5 8.7 8.9 9.0

12.2 11.9 12.2 12.5 12.9

3.8 4.0 4.2 5.2 5.4

事　業

再共済事業

火災共済事業

その他共済事業

区　　分

経常収益

経常利益

当期純利益

出資金

職員数（人）

正味収入共済掛金

組合員以外の者の共済事業の
利用の割合（％）

貸付金残高

支払余力比率（％）

有価証券残高

剰余金
配当

出資口数（口）

純資産額

総資産額

責任準備金残高

※上記の正味収入共済掛金とは、（再共済料＋連合会共済掛金＋共済掛金＋全自共返戻金＋全自共再保

険料）－（再共済返戻金＋連合会解約返戻金＋連合会その他返戻金＋解約返戻金＋再再共済料（注）＋再

保険料（注）＋全自共共済掛金）の計算式から算出しました。 

（注）超過損害に係る再再共済料および再保険料は除きます。 

※上記の組合員以外の者の共済事業の利用の割合は、会員組合の集計から算出しました。 
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（４）支払余力比率 

令和５年度の支払余力比率は 639.0％となっています。 

 

（単位：円、％） 

区　　　分 令和４年度 令和５年度

（Ａ）支払余力総額 11,405,583,284 11,556,748,041

　　　純資産の部合計
　　　（会外流失予定額、繰延資産等を除く）

4,561,126,518 4,229,156,010

　　　異常危険準備金 6,744,340,196 7,227,475,461

　　　一般貸倒引当金 14,700,000 14,700,000

　　　その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 85,416,570 85,416,570

　　　土地の含み損益 0 0

　　　その他 0 0

（Ｂ）リスクの合計額
3,348,242,206 3,617,419,530

　　　一般共済リスク（Ｒ１） 1,485,757,467 1,497,009,231

　　　巨大災害リスク（Ｒ２） 1,649,600,858 1,900,785,813

　　　予定利率リスク（Ｒ３） 12,168,248 11,099,408

　　　財産運用リスク（Ｒ４） 547,808,691 547,787,073

　　　経営管理リスク（Ｒ５） 110,860,058 118,700,446

　支払余力比率
　　　［（Ａ）／｛（Ｂ）× １/２｝］×100

681.3 639.0

√｛Ｒ１
２＋（Ｒ３＋Ｒ４）２｝＋Ｒ２＋Ｒ５

 

※上記の金額および数値は、中小企業等協同組合法施行規則第 149 条および第 150 条ならびに中小企

業等協同組合法施行規程に基づいて算出しました。 

※表内の数値は、保険会社のソルベンシー・マージン比率と単純に比較することはできません。 
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３．コンプライアンス・リスク管理の取り組み 

（１）コンプライアンス基本方針 

  本会の役員および職員は、極めて公共性の高い共済事業に従事する者として、相互扶助・

相互信頼の共済の理念を見失うことなく、その与えられた使命を自覚し、強い問題意識を

持って法令等を厳格に遵守いたします。 

 

（２）リスク管理基本方針 

本会の行う事業は、極めて公共性の高い共済事業であるため、相互扶助・相互信頼の共済の

理念を自覚し、安定的な運営を継続する必要がありますが、社会環境の変化により、多様化・

高度化・複雑化するリスクの増加に対し、適切な対応が求められます。 

  事業運営に関するリスクとして、共済引受リスク、市場リスク、信用リスク、流動性リスク、

事務リスク、システムリスクなどがあります。これらの各種リスクを把握し、その予防を行い、

発生後は再発防止策による迅速な対処をするため、リスク管理委員会の設置、諸規程の整備、

役職員への周知などリスク管理態勢の充実・強化に努めます。 

  

（３）コンプライアンス・リスク管理体制 

  コンプライアンス（法令等遵守）は、極めて公共性の高い共済事業において特に重視す

べき事項であり、本会では共済事業の健全かつ適切な運営および公平・公正な共済の普及

推進を行うことにより、組合員・共済契約者等の皆さまの保護を図るため、全役職員が自

己責任原則に基づき、各種法令、定款、内部諸規程および社会規範等を厳格に遵守するこ

とに取り組んでいます。四半期ごとに各部署において自主点検を行っているほか、コンプ

ライアンス委員会を定期的に開催し、内部管理態勢の構築に努めています。 

 また、共済事業の健全な運営を確保するために、各種リスクを把握し、適切なリスク管

理に努めています。リスク管理基本方針およびリスク管理規程を設定しているほか、定期

的に開催するリスク管理委員会にてリスクモニタリングを行っております。 

  なお、共済事業における主なリスクとして、以下の①から⑤のリスクがあります。 

 ① 共済引受リスク 

   共済引受リスクとは、経済情勢や共済事故の発生率等が共済掛金設定時の予測に反し

て変動することにより損失を被るリスクをいいます。共済引受リスクについては、共済

引受基準、共済契約準備金の積立て、自己資本状況など、あらゆる面からリスクを把握

し、事業の安定性を十分考慮し管理しています。 

また、火災共済事業では海外再保険者など 36 社に再保険を付しています。その他共済

事業のうち、休業対応応援共済では海外再保険者に再保険を付し、自動車共済事業では

全国自動車共済協同組合連合会（全自共）と共同元受方式による引受けを行うとともに、

国内保険会社に再保険を、医療総合保障共済および労働災害補償共済では国内保険会社

に再保険を付しています。再共済事業のうち、生命傷害共済では共済団体の再共済専門

機関に再再共済を、中小企業者総合賠償責任共済では国内保険会社に再再保険を付して

います。このように、それぞれ再保険等を付すことにより、危険分散措置を図っていま

す。 
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 ② 市場リスク 

   市場リスクとは、資産運用リスク・信用リスク等を含むリスクをいい、金利の変動や

預金先、または債券の発行体の財務状況の悪化等により、保有する資産の価値が変動す

ることによって損失を被るリスクをいいます。市場リスクについては、中小企業等協同

組合法等の法令および運用管理方針等に従い、資金の性格や負債の特性に応じて、安全

性、収益性および流動性に留意し、健全な資産運用に努めています。 

 ③ 流動性リスク 

   流動性リスクとは、急激な掛金収入の減少、解約返戻金の一時的な増加、巨大災害で

の資金流失、市場の混乱等が発生し、資金確保のため、通常よりも著しく低い価格での

資産売却を余儀なくされることにより損失を被るリスクをいいます。流動性リスクにつ

いては、日々の資金繰りの状況に応じて、適切な対応ができるように努めています。 

④ 事務リスク 

   事務リスクとは、役職員等が正確な事務を怠ったり、不正等を起こしたりすることに

より損失を被るリスクをいいます。事務リスクについては、事務マニュアル類の整備を

行うとともに、事務の取扱いにかかる職員教育等の周知徹底を図っています。また、個

人情報の管理については、情報管理に関するマニュアル類の策定等のセキュリティ対策

を行い、業務の健全性と適切性の確保に努めています。 

 ⑤ システムリスク 

   システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンや誤作動等のシステムの不備等、

またはコンピュータの不正使用により損失を被るリスクをいいます。システムリスクに

ついては、共済システム専用のホストコンピュータ等を委託業者である株式会社ＤＳＲ

等に管理を依頼し、リスクの分散化を図っているほか、セキュリティポリシー等の各種

規程類を整備することで、システムの適切な運用に努めています。 

  

（４）コンプライアンス・リスク管理体制の強化 

  本会では、組合員・共済契約者等の皆さまからのさらなる信頼性の向上と経営の健全性・

透明性の向上を図るため、コンプライアンス・リスク管理体制の強化への取り組みを行っ

ています。 

  当年度には、年度ごとに設定しているコンプライアンス・プログラムについて、ＰＤＣ

Ａサイクルにのっとり、Ｃ－check およびＡ－action を重点的に行い、次年度への計画の

実効性をより高めるため、主に規程・マニュアル等を見直し、適正な業務運営を通じた内

部管理態勢の更なる充実を図りました。 

また、今後も規程・マニュアル等の見直しおよびそれらの周知徹底を進め、コンプライ

アンス・リスク管理体制の強化に努めてまいります。 
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４．その他の取り組み 

（１）組合員以外の者が共済事業を利用することについての管理体制 

  本会では、以下の①から③のとおり指導および管理を行っています。 

① 火災共済事業 

平成20年３月１日から会員組合および連合会が共済契約の当事者となる共同元受方式

を実施しており、共済事業における員外利用制限を遵守するために員外利用管理体制が

必要となりました。 

そのため、「組合員」、「組合員と生計を一にする親族」および「組合員たる組合を直接

または間接に構成する者であって小規模の事業者」以外の利用率が法律に定められた限

度を超えないよう会員組合における員外利用率の指導および管理を行っています。 

 ② その他共済事業 

   各種目における「組合員」、「組合員と生計を一にする親族」および「組合員たる組合

を直接または間接に構成する者であって小規模の事業者」以外の利用率を四半期ごとに

取りまとめています。また、法律に定められた限度を超えないよう適正な員外利用管理

体制を整備し、会員組合に対し、指導および管理を行っています。 

 ③ 再共済事業 

   各種目における「組合員」、「組合員と生計を一にする親族」および「組合員たる組合

を直接または間接に構成する者であって小規模の事業者」以外の利用率が法律に定めら

れた限度を超えないよう管理を行っています。 

 

（２）金融ＡＤＲ制度への対応 

  本会内にフリーダイヤルを設置するとともに、苦情対応諸規程を見直し、会員組合との

連携体制の構築を行うことで、ご利用される皆さまからのご意見・苦情に迅速かつ適切な

対応ができるよう組織体制を整備しております。 

また、紛争解決機関については、一般社団法人日本共済協会と利用契約を締結している

ほか、自動車事故賠償に関わる紛争については公益財団法人交通事故紛争処理センターお

よび公益財団法人日弁連交通事故相談センターとそれぞれ利用契約を締結しております。 

 

◎ ご相談・苦情の受付先 

   火災共済相談受付センター 

   ０１２０－５６２６３０ 

   休業対応応援共済相談受付センター 

   ０１２０－３３６６１２ 

自動車共済相談受付センター 

０１２０－６５１７２０ 

中小企業共済相談受付センター 

０１２０－５１１０７７ 

 

◎ 紛争解決機関 

一般社団法人 日本共済協会 共済相談所 
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０３－５３６８－５７５７ 

 

◎ 自動車事故賠償に関わる紛争解決機関 

公益財団法人 交通事故紛争処理センター 

公益財団法人 日弁連交通事故相談センター 

 

◎ 苦情対応の体制 

苦情 苦情 紛争解決 苦情

紛争解決申立

対応 受付 対応 対応

紛争解決

報告 相談
連絡 協議

受付 対応 情報提供 情報提供 情報 受付

提供

結果

報告

報告 報告

連絡 指示 連絡

調査

指示

報告 調査

連絡

指摘

組 合 員 ・ 利 用 者 等

ご加入先の各都道府県組合

全日本火災共済協同組合連合会（日火連）
各担当部署

日火連 コンプライアンス統括部署

日火連 内部監査部署

日火連
理事会

紛争解決機関
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（３）反社会的勢力への対応基本方針 

本会は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、被害の防止を目的として「反

社会的勢力への対応基本方針」を次のとおり定め、断固とした姿勢で臨みます。 

① 組織としての対応 

行動規範、諸規程等に明文の根拠を設け、反社会的勢力による不当要求に対しては、担

当者や担当部署だけに任せるのではなく、組織全体として対応します。 

② 外部専門機関との連携 

反社会的勢力による不当要求に備え、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護

士等の外部専門機関と緊密な連絡関係を構築します。 

③ 取引を含めた一切の関係遮断 

   反社会的勢力とは一切の関係をもちません。反社会的勢力とは知らずに何らかの関係を

有した場合は、速やかに関係を解消します。また、反社会的勢力による不当要求は拒絶し

ます。 

④ 有事における民事と刑事の法的対応 

    反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行います。 

⑤ 裏取引や資金提供の禁止 

    反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や職員の不祥事を理由とする場合

であっても、事実を隠蔽するための裏取引や資金提供は絶対に行いません。 
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（５）責任準備金の残高、積立方式および積立率

火災共済事業

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 4,275,060,343 4,553,869,178 4,620,085,741

積立方式 未経過方式 未経過方式 未経過方式

積立率 100% 100% 100%

その他共済事業

①　休業対応応援共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 7,525,420 7,231,657 6,811,412

積立方式 未経過方式 未経過方式 未経過方式

積立率 100% 100% 100%

②　自動車共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 959,429,357 940,110,699 939,094,136

積立方式 未経過方式 未経過方式 未経過方式

積立率 100% 100% 100%

③　医療総合保障共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 33,162,730 42,564,202 31,430,814

積立方式 未経過方式 収支残高方式 収支残高方式

積立率 100% 100% 100%

④　傷害総合保障共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 31,100,833 29,732,042 28,182,125

積立方式 未経過方式 未経過方式 未経過方式

積立率 100% 100% 100%

⑤　労働災害補償共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 10,836,251 9,787,805 8,806,224

積立方式 未経過方式 未経過方式 未経過方式

積立率 100% 100% 100%

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）
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再共済事業

①　生命傷害共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 73,257,715 23,789,343 34,659,554

積立方式 収支残高方式 未経過方式 収支残高方式

積立率 100% 100% 100%

②　自動車事故費用共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 30,794,846 32,360,822 31,338,954

積立方式 収支残高方式 収支残高方式 収支残高方式

積立率 100% 100% 100%

③　所得補償共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 16,607,548 12,496,001 17,002,028

積立方式 収支残高方式 収支残高方式 収支残高方式

積立率 100% 100% 100%

④　休業補償共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 1,205,132 1,124,392 1,056,502

積立方式 収支残高方式 収支残高方式 収支残高方式

積立率 100% 100% 100%

⑤　中小企業者総合賠償責任共済

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 373,819 668,939 306,997

積立方式 未経過方式 収支残高方式 未経過方式

積立率 100% 100% 100%

（６）共済掛金積立金の残高および予定利率

契約年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

残　高 － － －

予定利率 － － －

※残高は中小企業等協同組合法施行規則第145条第１項第１号イに定める共済掛金積立金になります。

（単位：円、％）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

20



（７）共済掛金、共済金および保有契約件数等

火災共済事業

令和４年度 令和５年度 増加率

0 0 0.00 

5,074,326,793 5,174,746,219 1.98 

0 0 0.00 

5,389,843,675 4,086,262,263 △ 24.19 

96,556,125 65,382,278 △ 32.29 

2,377,827 4,029,933 69.48 

108.33 80.04 △ 28.29 

296,669 291,672 △ 1.68 

その他共済事業

①　休業対応応援共済

令和４年度 令和５年度 増加率

16,561,083 15,570,211 △ 5.98 

0 420,000 － 

45,682 39,603 △ 13.31 

0.00 2.70 2.70 

1,001 950 △ 5.09 

②　自動車共済

令和４年度 令和５年度 増加率

3,607,508,380 3,597,528,770 △ 0.28 

1,944,229,757 1,988,998,837 2.30 

59,912,370 56,950,960 △ 4.94 

54.80 56.18 1.38 

76,428 76,542 0.15 

③　医療総合保障共済

令和４年度 令和５年度 増加率

393,440,810 380,894,670 △ 3.19 

153,165,896 163,318,005 6.63 

－ － －

38.93 42.88 3.95 

9,929 9,445 △ 4.87 

区　分

共済掛金

共済金

解約返戻金

損害率

保有契約件数

共済掛金

共済金

解約返戻金

正味損害率

保有契約台数

（単位：円、％、ポイント、件）

共済金

解約返戻金

正味損害率

保有契約件数

（単位：円、％、ポイント、台）

区　分

連合会その他返戻金

正味損害率

保有契約件数

（単位：円、％、ポイント、件）

区　分

共済掛金

（単位：円、％、ポイント、件）

区　分

連合会共済掛金

連合会共済金

連合会解約返戻金

再共済金

再共済料
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④　傷害総合保障共済

令和４年度 令和５年度 増加率

217,416,000 203,956,500 △ 6.19 

69,159,440 57,893,096 △ 16.29 

348,632 616,252 76.76 

31.86 28.47 △ 3.39 

13,866 12,901 △ 6.96 

⑤　労働災害補償共済

令和４年度 令和５年度 増加率

30,922,766 30,955,498 0.11 

13,986,804 47,690,035 240.96 

1,271,133 208,966 △ 83.56 

47.17 155.11 107.94 

5,088 5,110 0.43 

再共済事業

①　生命傷害共済

令和４年度 令和５年度 増加率

297,631,746 285,794,896 △ 3.98 

213,697,707 178,830,505 △ 16.32 

－ － －

71.80 62.57 △ 9.23 

61,470 58,644 △ 4.60 

②　自動車事故費用共済

令和４年度 令和５年度 増加率

127,256,312 123,075,058 △ 3.29 

35,005,577 34,016,824 △ 2.82 

－ － －

27.51 27.64 0.13 

194,545 186,958 △ 3.90 

再共済金

解約返戻金

損害率

保有契約台数

解約返戻金

損害率

保有契約件数

（単位：円、％、ポイント、台）

区　分

再共済料

正味損害率

保有契約件数

（単位：円、％、ポイント、件）

区　分

再共済料

再共済金

保有契約件数

（単位：円、％、ポイント、件）

区　分

共済掛金

共済金

解約返戻金

（単位：円、％、ポイント、件）

区　分

共済掛金

共済金

解約返戻金

正味損害率
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③　所得補償共済

令和４年度 令和５年度 増加率

34,072,424 32,263,284 △ 5.31 

18,756,912 12,343,887 △ 34.19 

－ － －

55.05 38.26 △ 16.79 

2,410 2,297 △ 4.69 

④　休業補償共済

令和４年度 令和５年度 増加率

1,346,021 1,252,465 △ 6.95 

0 0 0.00 

11,264 5,084 △ 54.87 

0.00 0.00 0.00 

591 544 △ 7.95 

⑤　中小企業者総合賠償責任共済

令和４年度 令和５年度 増加率

3,008,472 3,155,107 4.87 

1,495,815 212,393 △ 85.80 

159,907 57,360 △ 64.13 

52.51 6.86 △ 45.65 

552 572 3.62 保有契約件数

（単位：円、％、ポイント、件）

区　分

再共済料

再共済金

解約返戻金

正味損害率

区　分

再共済料

再共済金

解約返戻金

正味損害率

保有契約件数

再共済料

再共済金

解約返戻金

損害率

保有契約件数

（単位：円、％、ポイント、件）

（単位：円、％、ポイント、件）

区　分
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（８）共済契約の種類ごとの保障機能別保有契約高

(単位：円）

令和４年度 令和５年度

59,057,600,000    60,377,300,000    

108,404,000       103,168,000       

93,846,000        90,565,950        

再
共
済

事
業 225,390,620       238,148,930       

そ
の
他

共
済
事
業

76,686,100,000    そ
の
他

共
済
事
業

災害 66,024,510,000    

労働災害補償共済 70,519,100,000    

生命傷害共済

手
術
保
障

普通

傷害

23,440,783,000    

118,733,690,000   

再
共
済
事
業

医療総合保障共済

4,336,160,000     

2,031,260,000     

事業種別

生
命
傷
害
共
済

自動車事故費用共済

67,974,600,000    

死
亡
保
障

傷害総合保障共済
入
院
保
障

傷害総合保障共済

労働災害補償共済 2,416,000         

82,370,850,000    

112,650,940,000   

69,377,325,000    

21,964,887,000    

2,672,000         

再
共
済
事
業

583,607,000       

そ
の
他

共
済
事
業

医療総合保障共済 4,126,720,000     

自動車事故費用共済

傷害総合保障共済 1,894,000,000     

632,050,000       

99,568,122        97,889,019        生命傷害共済
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（９）新契約平均共済金額および保有契約平均共済金額

火災共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

火災共済（新契約） 20,149,508 19,931,913

火災共済（保有契約） 21,560,527 21,936,606

その他共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

休業対応応援共済 3,263,237 3,201,263

自動車共済※ － －

医療総合保障共済 10,287 10,923

傷害総合保障共済 5,817,629 5,822,184

労働災害補償共済 13,122,366 13,538,767

※共済金額が無制限のものを含むため、算出することができません。

再共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

生命傷害共済 2,312,908 2,295,475

自動車事故費用共済 303,568 322,946

所得補償共済 77,975 81,811

休業補償共済 16,027 16,103

中小企業者総合賠償責任共済 119,956,522 120,395,105

（10）月払契約の新契約平均共済掛金および再共済料

火災共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

火災共済 4,290 4,133

その他共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

休業対応応援共済 － －

自動車共済 7,884 7,979

医療総合保障共済 3,111 3,361

傷害総合保障共済 1,463 1,480

労働災害補償共済 13,731 15,987

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）
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再共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

生命傷害共済 403 406

自動車事故費用共済 55 55

所得補償共済 285 307

休業補償共済 153 188

中小企業者総合賠償責任共済 － －

（11）契約者割戻しの状況

 該当する割戻しはありません。

（12）解約失効率

火災共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

火災共済 2.96 2.14

その他共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

休業対応応援共済 0.60 1.16

自動車共済 6.92 7.17

医療総合保障共済 6.13 7.71

傷害総合保障共済 7.73 7.50

労働災害補償共済 0.37 0.37

再共済事業

事業種別 令和４年度 令和５年度

生命傷害共済 8.08 4.82

自動車事故費用共済 3.55 3.90

所得補償共済 8.21 4.92

休業補償共済 7.11 8.64

中小企業者総合賠償責任共済 21.74 1.05

（単位：％）

（単位：％）

※解約失効率＝解約件数÷当該年度末現在契約件数×100

（単位：円）

（単位：％）
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